
報告第１号 

専決処分の報告について 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定により、議会において指定されてい

る事項について別記のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により

報告する。 

 

令和７年４月２５日提出 

 

                 川越市長 森 田 初 恵 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



               記 

専 決 処 分 書 

 

１ 和解について 

 上記のことにつき、地方自治法第１８０条第１項の規定により、次のと

おり専決処分する。 

 

  令和７年３月２６日 

 

川越市長 森 田 初 恵 

 

１ 相 手 方  川越市小仙波町二丁目５３番地１ 

          一般社団法人川越市医師会 

           会長 齊 藤 正 身 

２ 和解の内容   

⑴ 川越市（以下「甲」という。）と一般社団法人川越市医師会（以下

「乙」という。）は、別表の番号１から８までの通所型サービスＣ（

川越市ときも運動教室）に関する契約及び同表の番号９から１７まで

のオレンジカフェに関する契約について、それぞれの契約に係る委託

料のうち消費税に相当する額について取り消すこととし、当該契約に

係る委託料は、次の表の中欄に掲げる契約の区分に応じ、同表の右欄

に定める額であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

番号 
契約の別表の番号 

（契約日） 
委託料 

１ １（平成２８年４月１日） ２，２７５，９９４円 

２ ２（平成２９年４月１日） ２，１５３，２９６円 

３ ３（平成３０年４月１日） １，５４４，６７７円 

４ ４（平成３１年４月１日） １，４７１，６９４円 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 別表の番号１から１７までの契約に基づき、甲が乙に前号の表の番 

号の区分における契約に応じて支払った次の表の既払いの金額の欄に 

掲げる金額から、同号の表の委託料の欄の金額を差し引いた額（返還 

金額）について、乙は、甲に対し返還する義務があることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ ６（令和３年５月２５日） ５５５，５０２円 

６ ７（令和４年４月１日） １，３１１，８６７円 

７ ８（令和５年４月１日） １，０５９，０６６円 

８ ９（平成２７年４月１日） ７７，０００円 

９ １０（平成２８年４月１日） １６１，０００円 

１０ １１（平成２９年４月１日） １６１，０００円 

１１ １２（平成３０年４月１日） １６８，０００円 

１２ １３（平成３１年４月１日） ２０３，０００円 

１３ １５（令和３年４月１日） ２１，０００円 

１４ １６（令和４年４月１日） １４０，０００円 

１５ １７（令和５年４月１日） １６１，０００円 

 

前号の表 

の番号 
既払いの金額 返還金額 

１ ２，４５７，９２０円 １８１，９２６円

２ ２，３２５，１２０円 １７１，８２４円

３ １，６６７，９４０円 １２３，２６３円

４ １，６００，２７６円 １２８，５８２円

５ ６１０，９４８円 ５５，４４６円

６ １，４４２，８１８円 １３０，９５１円

７ １，１６４，７９４円 １０５，７２８円

８ ８３，１６０円 ６，１６０円

９ １７３，８８０円 １２，８８０円

１０ １７３，８８０円 １２，８８０円

１１ １８１，４４０円 １３，４４０円

 



 

 

 

 

 

⑶ 乙は、甲に対し、前号の規定により算出した額（９９３，６２０円）

のうち４７１，２４７円（同号の表４から７まで及び１２から１５ま 

での返還金額の合計額）の支払義務があることを認める。 

⑷ 乙は、甲に対し、前号の金員を甲が指定する方法により、令和７年

５月１５日までに支払う。この場合において、当該支払に生じた手数

料は、乙が負担する。 

⑸ 甲は、本件に関し、その余の請求を放棄する。 

⑹ 乙において本件に関し発生した費用は、乙が負担する。 

⑺ 甲及び乙は、前各号に定めるもののほか、本件に関して甲乙間に債

権債務がないことを相互に確認する。 

⑻ この合意に関する費用は、各自の負担とする。 

  

  

１２ ２２１，３４０円 １８，３４０円

１３ ２３，１００円 ２，１００円

１４ １５４，０００円 １４，０００円

１５ １７７，１００円 １６，１００円

合計 １２，４５７，７１６円 ９９３，６２０円

 



別表 

事業名：通所型サービスＣ（川越市ときも運動教室） 

 

 

 

 

 

 

 

事業名：オレンジカフェ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 契約日 支払額 うち消費税相当額 

１ 平成２８年４月１日 ２，４５７，９２０円 １８１，９２６円 

２ 平成２９年４月１日 ２，３２５，１２０円 １７１，８２４円 

３ 平成３０年４月１日 １，６６７，９４０円 １２３，２６３円 

４ 平成３１年４月１日 １，６００，２７６円 １２８，５８２円 

５ 令和２年４月１日 ０円 ０円 

６ 令和３年５月２５日 ６１０，９４８円 ５５，４４６円 

７ 令和４年４月１日 １，４４２，８１８円 １３０，９５１円 

８ 令和５年４月１日 １，１６４，７９４円 １０５，７２８円 

番号 契約日 支払額 うち消費税相当額 

９ 平成２７年４月１日 ８３，１６０円 ６，１６０円 

１０ 平成２８年４月１日 １７３，８８０円 １２，８８０円 

１１ 平成２９年４月１日 １７３，８８０円 １２，８８０円 

１２ 平成３０年４月１日 １８１，４４０円 １３，４４０円 

１３ 平成３１年４月 1 日 ２２１，３４０円 １８，３４０円 

１４ 令和２年４月１日 ０円 ０円 

１５ 令和３年４月１日 ２３，１００円 ２，１００円 

１６ 令和４年４月１日 １５４，０００円 １４，０００円 

１７ 令和５年４月１日 １７７，１００円 １６，１００円 



３ 事案の概要 

平成２７年度から令和５年度までの間、本市が委託して実施している

地域支援事業において、消費税に相当する額を含んだ委託料を支払うこ

とを内容とした業務委託契約について、当該委託料に係る消費税が非課

税であったことが判明したことから、本市が支払った委託料のうち消費

税に相当する額に関し、相手方に対して支払を求めようとするものであ

る。 

 

 

 



報告第２号 

専決処分の報告について 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定により、議会において指定されてい

る事項について別記のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により

報告する。 

 

令和７年４月２５日提出 

 

                 川越市長 森 田 初 恵 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



               記 

専 決 処 分 書 

 

１ 和解について 

 上記のことにつき、地方自治法第１８０条第１項の規定により、次のと

おり専決処分する。 

 

  令和７年３月２６日 

 

川越市長 森 田 初 恵 

 

１ 相 手 方  川越市大字安比奈新田２９２番地１ 

          社会福祉法人真正会 

           理事長 齊 藤 正 身 

２ 和解の内容   

⑴  川越市（以下「甲」という。）と社会福祉法人真正会（以下「乙」

という。）は、別表の番号１から９までのオレンジカフェに関する契

約について、それぞれの契約に係る委託料のうち消費税に相当する額

について取り消すこととし、当該契約に係る委託料は、次の表の中欄

に掲げる契約の区分に応じ、同表の右欄に定める額であることを確認

する。 

 

 

 

 

 

 

 

番号 
契約の別表の番号 

（契約日） 
委託料 

１ １（平成２７年４月１日） ５８１，０００円 

２ ２（平成２８年４月１日） ５８１，０００円 

３ ３（平成２９年４月１日） ６５１，０００円 

４ ４（平成３０年４月１日） ９７３，０００円 

５ ５（平成３１年４月１日） ９０３，０００円 

 



 

 

 

⑵ 別表の番号１から９までの契約に基づき、甲が乙に前号の表の番号 

の区分における契約に応じて支払った次の表の既払いの金額の欄に掲 

げる金額から、同号の表の委託料の欄の金額を差し引いた額（返還金

額）について、乙は、甲に対し返還する義務があることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 乙は、甲に対し、前号の規定により算出した額（４１７，９００円） 

のうち１９５，０２０円（同号の表５から８までの返還金額の合計額） 

の支払義務があることを認める。 

⑷ 乙は、甲に対し、前号の金員を甲が指定する方法により、令和７年

５月１５日までに支払う。この場合において、当該支払に生じた手数

料は、乙が負担する。 

⑸ 甲は、本件に関し、その余の請求を放棄する。 

⑹ 乙において本件に関し発生した費用は、乙が負担する。 

⑺ 甲及び乙は、前各号に定めるもののほか、本件に関して甲乙間に債

権債務がないことを相互に確認する。 

前号の表 

の番号 
既払いの金額 返還金額 

１ ６２７，４８０円 ４６，４８０円 

２ ６２７，４８０円 ４６，４８０円 

３ ７０３，０８０円 ５２，０８０円 

４ １，０５０，８４０円 ７７，８４０円 

５ ９８３，２２０円 ８０，２２０円 

６ １２３，２００円 １１，２００円 

７ ４５４，３００円 ４１，３００円 

８ ６８５，３００円 ６２，３００円 

合計 ５，２５４，９００円 ４１７，９００円 

 

６ ７（令和３年４月１日） １１２，０００円 

７ ８（令和４年４月１日） ４１３，０００円 

８ ９（令和５年４月１日） ６２３，０００円 

 



⑻ この合意に関する費用は、各自の負担とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

事業名：オレンジカフェ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 契約日 支払額 うち消費税相当額 

１ 平成２７年４月１日 ６２７，４８０円 ４６，４８０円 

２ 平成２８年４月１日 ６２７，４８０円 ４６，４８０円 

３ 平成２９年４月１日 ７０３，０８０円 ５２，０８０円 

４ 平成３０年４月１日 １，０５０，８４０円 ７７，８４０円 

５ 平成３１年４月 1 日 ９８３，２２０円 ８０，２２０円 

６ 令和２年４月１日 ０円 ０円 

７ 令和３年４月１日 １２３，２００円 １１，２００円 

８ 令和４年４月１日 ４５４，３００円 ４１，３００円 

９ 令和５年４月１日 ６８５，３００円 ６２，３００円 

 



３ 事案の概要 

平成２７年度から令和５年度までの間、本市が委託して実施している

地域支援事業において、消費税に相当する額を含んだ委託料を支払うこ

とを内容とした業務委託契約について、当該委託料に係る消費税が非課

税であったことが判明したことから、本市が支払った委託料のうち消費

税に相当する額に関し、相手方に対して支払を求めようとするものであ

る。 

 

 



報告第３号 

専決処分の報告について 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定により、議会において指定されてい

る事項について別記のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により

報告する。 

 

令和７年４月２５日提出 

 

                 川越市長 森 田 初 恵 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



               記 

専 決 処 分 書 

 

１ 和解について 

 上記のことにつき、地方自治法第１８０条第１項の規定により、次のと

おり専決処分する。 

 

  令和７年３月２６日 

 

川越市長 森 田 初 恵 

 

１ 相 手 方  毛呂山町大字毛呂本郷３８番地 

          学校法人埼玉医科大学 

           理事長 丸 木 清 之 

２ 和解の内容   

⑴ 川越市（以下「甲」という。）と学校法人埼玉医科大学（以下「乙」 

という。）は、別表の番号１から５までの通所型サービスＣ（川越市

ときも運動教室）に関する契約について、それぞれの契約に係る委託

料のうち消費税に相当する額について取り消すこととし、当該契約に

係る委託料は、次の表の中欄に掲げる契約の区分に応じ、同表の右欄

に定める額であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

⑵ 別表の番号１から５までの契約に基づき、甲が乙に前号の表の番号 

番号 
契約の別表の番号 

（契約日） 
委託料 

１ １（平成２８年４月１日） ４，１３２，７３０円 

２ ２（平成２９年４月１日） ３，０７７，１３５円 

３ ３（平成３０年４月１日） １，８７４，３０９円 

４ ４（平成３１年４月１日） １，７３３，６６７円 



の区分における契約に応じて支払った次の表の既払いの金額の欄に掲

げる金額から、同号の表の委託料の欄の金額を差し引いた額（返還金

額）について、乙は、甲に対し返還する義務があることを確認する。 

 

 

 

 

 

  

⑶ 乙は、甲に対し、前号の規定により算出した額（８７６，７９５円） 

 のうち１５１，５６９円（同号の表４の返還金額）の支払義務がある

ことを認める。 

⑷ 乙は、甲に対し、前号の金員を甲が指定する方法により、令和７年

５月１５日までに支払う。この場合において、当該支払に生じた手数

料は、乙が負担する。 

⑸ 甲は、本件に関し、その余の請求を放棄する。 

⑹ 乙において本件に関し発生した費用は、乙が負担する。 

⑺ 甲及び乙は、前各号に定めるもののほか、本件に関して甲乙間に債

権債務がないことを相互に確認する。 

⑻ この合意に関する費用は、各自の負担とする。 

  

  

前号の表 

の番号 
既払いの金額 返還金額 

１ ４，４６３，０００円 ３３０，２７０円 

２ ３，３２２，５８０円 ２４５，４４５円 

３ ２，０２３，８２０円 １４９，５１１円 

４ １，８８５，２３６円 １５１，５６９円 

合計 １１，６９４，６３６円 ８７６，７９５円 

 



別表 

事業名：通所型サービスＣ（川越市ときも運動教室） 

 

 

 

 

 

 

 

  

番号 契約日 支払額 うち消費税相当額 

１ 平成２８年４月１日 ４，４６３，０００円 ３３０，２７０円 

２ 平成２９年４月１日 ３，３２２，５８０円 ２４５，４４５円 

３ 平成３０年４月１日 ２，０２３，８２０円 １４９，５１１円 

４ 平成３１年４月１日 １，８８５，２３６円 １５１，５６９円 

５ 令和２年４月１日 ０円 ０円 

 



３ 事案の概要 

平成２８年度から令和２年度までの間、本市が委託して実施している

地域支援事業において、消費税に相当する額を含んだ委託料を支払うこ

とを内容とした業務委託契約について、当該委託料に係る消費税が非課

税であったことが判明したことから、本市が支払った委託料のうち消費

税に相当する額に関し、相手方に対して支払を求めようとするものであ

る。 

 

 

 





報告第４号 

専決処分の報告について 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定により、議会において指定されてい

る事項について別記のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により

報告する。 

 

令和７年４月２５日提出 

 

                 川越市長 森 田 初 恵 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



               記 

専 決 処 分 書 

 

１ 和解について 

上記のことにつき、地方自治法第１８０条第１項の規定により、次のと

おり専決処分する。 

 

  令和７年３月２６日 

 

川越市長 森 田 初 恵 

 

１ 相 手 方  川越市大字天沼新田２４７番地２ 

          社会福祉法人キングス・ガーデン埼玉 

理事長 片 岡 正 雄 

２ 和解の内容   

⑴ 川越市（以下「甲」という。）と社会福祉法人キングス・ガーデン

埼玉（以下「乙」という。）は、別表の番号１から９までのオレンジ

カフェに関する契約について、それぞれの契約に係る委託料のうち消

費税に相当する額について取り消すこととし、当該契約に係る委託料

は、次の表の中欄に掲げる契約の区分に応じ、同表の右欄に定める額

であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

番号 
契約の別表の番号 

（契約日） 
委託料 

１ １（平成２７年４月１日） １６１，０００円 

２ ２（平成２８年４月１日） ２３８，０００円 

３ ３（平成２９年４月１日） ３０８，０００円 

４ ４（平成３０年４月１日） ３２９，０００円 

５ ５（平成３１年４月１日） ２７３，０００円 

 



 

 

 

⑵ 別表の番号１から９までの契約に基づき、甲が乙に前号の表の番号  

の区分における契約に応じて支払った次の表の既払いの金額の欄に掲

げる金額から、同号の表の委託料の欄の金額を差し引いた額（返還金

額）について、乙は、甲に対し返還する義務があることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 乙は、甲に対し、前号の規定により算出した額（１４４，２００円）

のうち６１，３２０円（同号の表５から８までの返還金額の合計額） 

の支払義務があることを認める。 

⑷ 乙は、甲に対し、前号の金員を甲が指定する方法により、令和７年

５月１５日までに支払う。この場合において、当該支払に生じた手数

料は、乙が負担する。 

⑸ 甲は、本件に関し、その余の請求を放棄する。 

⑹ 乙において本件に関し発生した費用は、乙が負担する。 

⑺ 甲及び乙は、前各号に定めるもののほか、本件に関して甲乙間に債

権債務がないことを相互に確認する。 

前号の表 

の番号 
既払いの金額 返還金額 

１ １７３，８８０円 １２，８８０円 

２ ２５７，０４０円 １９，０４０円 

３ ３３２，６４０円 ２４，６４０円 

４ ３５５，３２０円 ２６，３２０円 

５ ２９７，２２０円 ２４，２２０円 

６ ６９，３００円 ６，３００円 

７ １６９，４００円 １５，４００円 

８ １６９，４００円 １５，４００円 

合計 １，８２４，２００円 １４４，２００円 

 

６ ７（令和３年４月１日） ６３，０００円 

７ ８（令和４年４月１日） １５４，０００円 

８ ９（令和５年４月１日） １５４，０００円 

 



⑻ この合意に関する費用は、各自の負担とする。 

  

  



別表 

事業名：オレンジカフェ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

番号 契約日 支払額 うち消費税相当額 

１ 平成２７年４月１日 １７３，８８０円 １２，８８０円 

２ 平成２８年４月１日 ２５７，０４０円 １９，０４０円 

３ 平成２９年４月１日 ３３２，６４０円 ２４，６４０円 

４ 平成３０年４月１日 ３５５，３２０円 ２６，３２０円 

５ 平成３１年４月 1 日 ２９７，２２０円 ２４，２２０円 

６ 令和２年４月１日 ０円 ０円 

７ 令和３年４月１日 ６９，３００円 ６，３００円 

８ 令和４年４月１日 １６９，４００円 １５，４００円 

９ 令和５年４月１日 １６９，４００円 １５，４００円 

 



３ 事案の概要 

平成２７年度から令和５年度までの間、本市が委託して実施している

地域支援事業において、消費税に相当する額を含んだ委託料を支払うこ

とを内容とした業務委託契約について、当該委託料に係る消費税が非課

税であったことが判明したことから、本市が支払った委託料のうち消費

税に相当する額に関し、相手方に対して支払を求めようとするものであ

る。 

 

 

 

 



報告第５号 

専決処分の報告について 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定により、議会において指定されてい

る事項について別記のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により

報告する。 

 

令和７年４月２５日提出 

 

                 川越市長 森 田 初 恵 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



               記 

専 決 処 分 書 

 

１ 和解について 

 上記のことにつき、地方自治法第１８０条第１項の規定により、次のと

おり専決処分する。 

 

  令和７年３月２６日 

 

川越市長 森 田 初 恵 

 

１ 相 手 方  川口市大字木曽呂１３１７番地 

          医療生協さいたま生活協同組合 

           理事長 雪 田 慎 二 

２ 和解の内容   

⑴ 川越市（以下「甲」という。）と医療生協さいたま生活協同組合（

以下「乙」という。）は、別表の番号１から９までのオレンジカフェ

に関する契約について、それぞれの契約に係る委託料のうち消費税に

相当する額について取り消すこととし、当該契約に係る委託料は、次

の表の中欄に掲げる契約の区分に応じ、同表の右欄に定める額である

ことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

番号 
契約の別表の番号 

（契約日） 
委託料 

１ １（平成２７年４月１日） １１９，０００円 

２ ２（平成２８年４月１日） １５４，０００円 

３ ３（平成２９年４月１日） １１２，０００円 

４ ４（平成３０年４月１日） １６８，０００円 

５ ５（平成３１年４月１日） ２１７，０００円 

 



 

⑵ 別表の番号１から９までの契約に基づき、甲が乙に前号の表の番号 

の区分における契約に応じて支払った次の表の既払いの金額の欄に掲 

げる金額から、同号の表の委託料の欄の金額を差し引いた額（返還金

額）について、乙は、甲に対し返還する義務があることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑶ 乙は、甲に対し、前号の規定により算出した額（７３，３６０円）  

のうち２９，１２０円（同号の表５及び６の返還金額の合計額）の支

払義務があることを認める。 

⑷ 乙は、甲に対し、前号の金員を甲が指定する方法により、令和７年

５月１５日までに支払う。この場合において、当該支払に生じた手数

料は、乙が負担する。 

⑸ 甲は、本件に関し、その余の請求を放棄する。 

⑹ 乙において本件に関し発生した費用は、乙が負担する。 

⑺ 甲及び乙は、前各号に定めるもののほか、本件に関して甲乙間に債

権債務がないことを相互に確認する。 

⑻ この合意に関する費用は、各自の負担とする。 

 

 

  

前号の表 

の番号 
既払いの金額 返還金額 

１ １２８，５２０円 ９，５２０円 

２ １６６，３２０円 １２，３２０円 

３ １２０，９６０円 ８，９６０円 

４ １８１，４４０円 １３，４４０円 

５ ２３６，３２０円 １９，３２０円 

６ １０７，８００円 ９，８００円 

合計 ９４１，３６０円 ７３，３６０円 

 

６ ９（令和５年４月１日） ９８，０００円 

 



別表 

事業名：オレンジカフェ 

 

 

 

 

  

番号 契約日 支払額 うち消費税相当額 

１ 平成２７年４月１日 １２８，５２０円 ９，５２０円 

２ 平成２８年４月１日 １６６，３２０円 １２，３２０円 

３ 平成２９年４月１日 １２０，９６０円 ８，９６０円 

４ 平成３０年４月１日 １８１，４４０円 １３，４４０円 

５ 平成３１年４月１日 ２３６，３２０円 １９，３２０円 

６ 令和２年４月１日 ０円 ０円 

７ 令和３年４月１日 ０円 ０円 

８ 令和４年４月１日 ０円 ０円 

９ 令和５年４月１日 １０７，８００円 ９，８００円 

 



３ 事案の概要 

平成２７年度から令和５年度までの間、本市が委託して実施している

地域支援事業において、消費税に相当する額を含んだ委託料を支払うこ

とを内容とした業務委託契約について、当該委託料に係る消費税が非課

税であったことが判明したことから、本市が支払った委託料のうち消費

税に相当する額に関し、相手方に対して支払を求めようとするものであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


